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1．はじめに
　私たちは日本について語る際、どうして “ 技術大国日本 ” と表現するのか。世界的に非常に高
い評価を得ている日本の製品の技術力はどこからくるものなのであろうか。20 年を超える長期
にわたる停滞を経験している日本経済が崩壊せずその競争力を維持できている理由はどこにある
のか。そして 1980 年代以降、何度も厳しい円高を経験しつつも継続して利益を確保している日
本企業の力はどこからくるのかなど、最近私たちが日本という国に関して議論する際に必ず論じ
られる点である。
　本稿は韓日国交正常化以降、先進の技術大国としての日本の発展とその姿を観察し、これらを
基にして両国間の技術協力の時代的・構造的なパターンとその特徴を考察することに焦点を当て
ている。そして過去と現在に渡り、展開されてきた韓日の技術協力の成果及びその課題について
も概観し、韓日の技術分野の協力の進化と必要性及び方向性を提示しようと努力している。特
に韓日両国間における貿易及び技術関係の根幹を成している素材部品産業に焦点を当てている1。
なぜならば韓国経済において日本との輸出入や技術移転こそ韓国経済が急速な経済成長を成し遂
げる要因になり、その中心的な産業が素材部品であるからである。
　もちろん、韓国と日本の関係は一概には言えないが多くは愛憎の関係であるとの認識が根強い
と思うが、両国間の経済関係を技術協力の側面からみると日本は韓国経済に外部効果を誘発して
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くれた存在であることは間違いないだろう。
　したがって本稿はこれらを踏まえて素材部品産業を中心に過去 50 年にわたり韓日間の技術協
力がどのように展開され、どのような試行錯誤と難関を経験しながら現在に至っているのか、そ
して韓国にとってその成果はどのようなものになっているのかなどを定性的・定量的に考察し、
今後韓日における更なる技術協力への方向性を導き出すことに重点を置いている。
　
2．先行研究の検討
　今まで韓日における経済協力関連の研究は韓国内及び日本において多く展開されているが、特
に両国間の技術協力に関する先行研究はそれほど見当たらないのが現実であり、尚かつ素材部品
産業に限ってはもっと少ない。昨今の韓日間で繰り広げられている技術力の争い及び世界市場に
おける熾烈な競争などを考慮すると、確かに両国間の技術協力はとても難しい状況になっている
ことは間違いないだろう。
　数に限りはあるものの本稿で展開されている素材部品及び関連産業における技術協力の類似
研究は以下の通りである。まず国内においては、李德根（2009）、イ・ゼヒョン（2010）、李鴻培
（2011）、韓日産業技術協力財團（2012）、李鴻培・吉元浩二（2014）が最近の研究であろう。金
光熙（2008）と金光熙・金昌南（2009）は、自動車産業における素材部品の技術競争力の現状と
対応戦略について分析し韓国側の技術発展の方向性を検討している。過去の相互技術移転や協
力の特徴を踏まえてこれからの競争力の向上への課題をも提示している。李德根（2009）は韓日
素材部品産業の交易と協力の現状を検討した上、相互の技術の活用や第３世界への進出につい
て考察している。イ・ゼヒョン（2010）は日本の製造技術の強みとそれを活かした競争力の本質
について分析し、韓国への導入方案を導いている。そして李鴻培（2011）と李鴻培・吉元浩二
（2014）は素材部品産業において展開されている韓日間の協力の現状や技術移転の可能性を分析
し、韓国素材部品産業の更なる発展への必要性を強調している。特に素材部品産業関連の人材交
流の拡大への政策的な取り組みについて詳細なプログラムなどを提案している。また韓日産業技
術協力財団（2012）は政府傘下機関として韓日間の技術協力関連研究者及び実務者たちの研修や
相互交流の拡大のための事業などを推進したその成果をまとめている。
　一方日本においては依然として両国間の技術協力関連の研究は少ないが、素材部品を含む韓国
製造業の競争力の向上や国際的な位置づけなどを勘案した、いくつかの研究がなされている。そ
してその代表的な研究は加峰隆義（2011）と小池洋一（2000）である。加峰隆義（2011）は韓日
国交正常化以降における両国間の技術移転の流れや時代によって変化した特徴について考察して
おり、本研究を展開する上で多くの示唆を与えている。そして小池洋一（2000）は世界における
製造大国であるドイツやアメリカ、イギリスなどの事例を検討し、経済発展と技術移転に関する
相関関係を分析している。特に日本のものづくりに関する技術力の向上や活用について今後の政
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策方案を出している。また尹明憲（2003）は韓国の科学技術政策の現状と展開されている事例を
分析し、日本との協力強化への方向性について検討している。本稿は上述した既存研究が展開し
ている技術及び産業間協力関係に加えて、定量的な分析を導入してその成果や課題などを導いて
いることで差別化していると言えよう。
　
3．日韓間素材部品産業の貿易構造
　ご存知のように韓国の製造業は相対的に大きな対日本貿易赤字を出している。このような現象
は韓国内製造業の高度化及び輸出増にしたがって更に膠着化される構造的な特徴を見せている。
特に製造業の根幹になる素材部品産業の場合、対世界貿易黒字の拡大にもかかわらず対日本貿易
赤字は相変わらず大幅な規模になっている状況が続いている。
　韓国の素材部品産業は持続的な競争力の向上とこれによる輸出増の影響で 2017 年対世界貿易
黒字が 1,137 億ドルに上り史上最高の黒字規模を更新し、2016 年を除くと引続き 1,000 億ドル以
上の黒字を出した。韓国の全産業において素材部品の対世界輸出は 2005 年以降 17 年間年平均
８％を上回る成長を見せ、2005 年約 44％から 2017 年には約 49％に上昇した。そして輸入の比
重は同期間中約 39％から約 35％に下落している。具体的に見ると、韓国素材部品産業の対世界
貿易黒字は 2000 年には二桁水準であったが、2003 年に入り三桁に拡大し、2014 年には四桁にな
り、1997 年以降 21 年連続貿易黒字を記録して韓国経済の安定的な成長を牽引していると言えよ
う。
　しかし一方、韓国素材部品産業の対日本貿易収支は依然として赤字を出している。特に、日本
に対する貿易赤字は 2000 年には 103 億ドルであったが、2009 年 200 億ドル規模を超え、2010 年
には 243 億ドルを記録し史上最高の赤字規模を見せた。もちろん 2010 年を境に対日本の赤字規
模は少しずつ減少しているが、依然として大幅な赤字が続いている2。
　こうした背景には素材部品の輸出が一部の品目に限られていることや核心の高付加価値素材部
品は源泉技術の不足などにより、引き続き日本など先進国からの輸入に大きく依存するなど、技
術競争力の劣位による構造的な問題があると言えよう。国内における核心素材部品の技術力の脆
弱は輸入依存を高め産業間波及効果の喪失→輸出と内需間の不均衡をもたらし→外部環境の変化
に適応する能力及び未来技術力の確保の遅れ→経済成長の原動力の弱化などの恐れを深化させる
要因になっていると言える。特に多くの素材部品関連メーカは中小企業（99%）が占めており規
模の零細性とＲ＆Ｄ投資の不振などで生産性の鈍化（低付加価値）と輸入誘発（海外単純技術の
導入）の促進等の悪循環を繰り返している。
　どころが、韓国の日本に対する貿易関係は “ 輸出増加＝輸入増加＝輸出増加 ” という構造的な
特徴を見せており、韓国の対世界輸出増加（減少）は対日本輸入増加（減少）を意味すると言え
よう。したがって韓国は全産業で慢性的な対日本貿易赤字を見せており 2017 年も 2836 億ドルの
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赤字になっている。そして特に韓国素材部品産業の対日本赤字は他産業に比べ圧倒的に高い水準
であり、同年度韓国素材部品の対日本赤字は全産業対比 57% となり 160 億ドルを占めている。
　しかし、2010 年を境に素材部品の対日本赤字は持続的に減少傾向を見せている。更に 2000 年
以降素材部品の対日本輸出入の比重を見ると、輸出比重は引き続き下落しており 2005 年を基点
に大幅に低くなっていることがわかる。輸入比重も 2001 年の 28% から 2015 年には 17% にまで
減少している。ところが核心素材部品の対日本依存度は依然として進化される傾向が続き、赤字
規模が相対的に高い水準になっていると言える。2015 年素材部品の対日本赤字は 160 億ドルで
2010 年（242 億ドル）に比べると大きく減少しているが対日本赤字は依然として高い比重を占め
ている。
　
4．日韓間技術競争力の類似性と相違点
1）産業技術の発展と日本の努力
　産業技術の発祥地はヨーロッパである。小さな面積の土地と人口により隣接している国家が多
く集まっているヨーロッパは、製品生産の革命を先導してきた。当時、ヨーロッパの国家の中で
航海術が発達していたポルトガル、オランダ、スペイン、イギリスなどは世界市場の商圏を主導
してきたと言える。特にイギリスはジェイムス・ワットの蒸気機関の発明により、産業革命を導
＜表１＞　韓国素材部品産業の対世界輸出入の推移（億ドル、%）
　 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 2016 年 2017 年
素材部品（A）
輸出 799 1,238 2,290 2,646 2,518 2,819
輸入 706 1,011 1,512 1,596 1,526 1,682
貿易収支 93 227 779 1,050 992 1,137
全産業（B）
輸出 1,723 2,844 4,664 5,269 4,954 5,737
輸入 1,605 2,612 4,252 4,365 4,062 4,785
貿易収支 118 232 412 904 892 952
比重（A/B）
輸出 46.4 43.5 49.1 50.2 50.8 49.1
輸入 44.0 38.7 35.6 36.6 37.6 35.2
出所 : 韓国機械産業振興会、KOAMI DB。
＜表２＞　韓国素材部品産業の対日本輸出入及び貿易収支の推移（億ドル、%）
　 2000 年 2005 年 2010 年 2011 年 2013 年 2015 年 2016 年 2017 年
輸　出 62 (10.0) 113 (9.1) 138 (6.0) 169 (6.6) 139 (5.3) 122 (4.6) 126 (5.0) 132 (4.7)
輸　入 165 (27.8) 274 (27.1) 381(25.2) 397(23.6) 344(20.8) 264(16.5) 272(17.8) 292(17.4)
貿易収支 －103 －161 －242 －228 －205 －142 －146 －160
注 : （　）は韓国の対世界素材部品輸出入対比日本の比重。
出所 : 韓国機械産業振興会、KOAMI DB。
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き、分業化や専門家によって製造された大量生産製品を全世界へと拡散させることに成功した。
そしてこれらのヨーロッパの国々には、先進大国と称され、必ず名品を設計し製造する技術を保
有する一流企業群が存在していた。もちろん、韓国と隣接している日本もまたアジアで最初に近
代化した産業技術を受入れた国家として、自動車、電機・電子、家電等、世界の一流製品を製造
する一流企業を多数保有している。TV、洗濯機、ウォークマン（CD プレーヤー）など、世界初
という形容詞は日本の技術力を代弁してきた。
　産業技術は大きく製造技術と設計技術に区分されるが、製造技術は製品を製造し検査する技術
であり、その活動などが可視化される技術であるため、簡単に模倣されてしまう技術を意味して
いる。反面、設計技術は製品の機能を具現する性能技術と消費者が望む期間に故障なく、使用で
きるようにする信頼性のある技術として、表面には現れず模倣が不可能であり、ブランドイメー
ジに非常に大きな影響を与えており、少数の人材で最大の利潤を確保することのできるハイレベ
ルの技術を意味する。
　韓国が日本を “ 技術大国 ” と称する理由はまさにここにある。産業革命を主導してきたヨー
ロッパ国家と堂々と日本は肩を並べ、強力な設計技術の競争力を保有している。より正確に言う
と、日本は世界的に信頼性を基盤にした設計技術大国である。ある部分ではすでにヨーロッパ国
家の設計技術力をはるかに凌駕していると言っても過言ではない。
　ところで日本はどのようにしてこれらの優れた設計技術力を確保するまでになったのだろうか。
日本は 1868 年明治維新という第２の日本の誕生を契機に近現代化への第一歩を踏み出すことと
なった。いわゆる大変革（産業革命）を推進するようになり、その基本戦略は世界から知識を得
ようとするものであった 3。そしてこのような日本の変化に大きく影響を与えたのが、ドイツで
あった。日本はドイツから自身の工業成長モデルを探し出した。当時ドイツを統一した血と鉄の
宰相ビスマルクの強権政治と成長方式を工業発展のモデルに導入した。
　一部の国家は外国の技術をすぐさま導入することに対して拒否感を持っていたが、日本は違っ
ていた。日本は明治維新当時、大学と多くの産業分野で短期的に西洋化を導入・実施し、このよ
うな積極的な方式は日本の工業近代化に相当な効果を及ぼした。さらに日本は、一日も早く先進
国の水準にまで到達するために、全ての分野に渡って基礎から完全に西洋化することに総力を上
げ、実際このような果敢性と積極性は可視的な成果を挙げるのに十分であった。
　一方、日本のこのような先進技術導入プロセスには明治維新の３大目標である富国強兵、殖産
興業、文明開化の原則が適用されており、これを土台に改革を推進するために選択した方式が拿
來主義、すなわち外国の優れた点のみを取り入れることであった 4。このように工業発展のため
の日本の絶対原則樹立と強力な改革の意志は、1889 年２月 11 日に公布された日本憲法にそのま
ま反映されており、これにより日本経済は速い速度で発展していくことになった。同時に日本は、
19 世紀末 “ 脱亜入欧 ” 論を打ち出し、一刻も早く西欧の工業大国と肩を並べる為に、アジアに
背を向け西欧の文明国家の陣営に入り、新興工業大国へと進んでいった 5。
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　このように日本は、実利主義に基づいた汎国家的な改革を主張した明治維新を通じて、自分た
ちの目的に沿う先進技術を導入・応用・活用しつつ全世界的に例のない工業大国へ成長を遂げた
のであった。そして、これを土台にし日本は何度も厳しい国家的な危機に直面しつつも差別化さ
れた技術力を基にした製品を開発し、製造することで克服していった。
2）両国間技術競争力の類似性と相違点
　日本が誇る設計技術の核心はまさにその信頼性にあると言える。よってよく設計技術は信頼性
技術であるとも称される。つまり消費者が製品や部品を使用するにあたり、どの程度安全であり、
便利なのかに関する信頼度、つまり信頼をもたらすことが重要であるということである。
　一般的に日本は、ある製品を評価するに当たり、信頼性と品質を同時に考慮したり、評価基準
としている。具体的には信頼性は素材部品など、設計技術に適用させ、製品の設計段階で技術に
反映される一方、品質の場合は部品、完成品等、製造技術に適用され、製品の製造段階で技術に
反映されるという特徴も持つ。
　一例を挙げると、1960 年代に入り松下電器、三洋電機、三菱電機等、日本企業はカラーテレ
ビ放送の開始により、部品の品質の向上が重要となるや信頼性設計技術を導入した。半導体産業
の場合、1953 年トランジスタ新製品が登場し、その翌年には生産が開始された。そしてこのよ
うな日本の電子工業の発展を契機に、1958 年ほとんどの大学の工学部で電子工学科が設置され、
エンジニアの育成に総力を挙げ、1968 年には世界で初めて高速鉄道の新幹線が東京と大阪区間
で開通し、日本の信頼性設計技術は世界的にも認められるレベルにまで到達することとなった 6。
　反面、韓国の産業技術は OEM（Original Equipment Manufacturing、相手先ブランド製造）方
式の製造技術が発達し、相当部分の核心技術及び部品素材は日本を始めとする先進技術大国に多
く依存している7。現在、韓国の場合、源泉技術の設計技術である信頼性技術の普及・拡散はま
だ十分ではなく、先進国と比べ相当遅れている状態である8。製造技術である品質ではいまや殆
ど先進国レベルにまで到達したと評価されている。つまり日本は信頼性を基にした先進技術力が
優れているのに対し、韓国は品質を基にした製造技術が相対的に優れていると言える。そしてこ
のような技術力確保の類型の違いは、日本が昨今素材部品大国としてのポジションを確保・強化
しているのに対し、韓国は素材部品分野では日本への依存度を深化させている要因になっている
ことである。
　このように、日本の産業技術は今まで存在しなかった新製品を開発することで、信頼性の設計
技術に焦点を置いた技術が中心であり、それと同時に既に海外で開発され製品化された完成品を
設計のまま生産する製造品質もまた中心となる技術のうちの一つであると言える。
　こうして日本は世界的な設計技術力の基礎である信頼を重要視する産業技術力を保有している
のであるが、このような日本の信頼に対する原則は製品のみならず人や企業間にもそのまま適用
されている点がもうひとつの特徴である。そしてこれらの特徴は、日本だけの独特の文化、つま
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り西洋文化と日本文化との融合によって生まれた伝統的な経済・社会的な慣習である。
　
5．日韓間技術協力の特徴と技術格差の変化
1）韓日間技術協力の変化と特徴
　振り返ると韓日両国の技術協力は、1960 年代中盤以降、韓国の輸出志向政策と重化学工業化
の推進段階から本格化したと言える。より正確に言うと相互技術協力という表現よりは、日本の
韓国に対する技術移転という表現がより合致するように思えるが、韓国経済は輸出志向工業化と
重化学工業化を基盤にして、高度の経済成長時代を迎えた。もちろん韓国経済の高度成長局面は、
工業製品を中心にした製造業によって牽引されてきたが、それは韓国政府の積極的かつ大々的な
技術力向上のための努力によって可能となったと言えるであろう。以下においては両国間の技術
協力の表現は技術移転を含む概念になっている。
　一般的に後発国もしくは後発企業が外国の先進技術を確保するパターンには、①先進国企業に
よる海外投資及び合弁事業、②技術供与（ライセンス契約）及び技術取引、③ OEM 委託生産及
び ODM 生産（Original Design Manufacturing, 委託者ブランド設計生産）、④技術者の海外研修
及び外国人技術者の採用、⑤先進国企業の M&A 及び新規投資、⑥先進国企業との戦略的提携な
どを挙げることができる。もちろん、これに加えて工業製品の輸入を通じて外国の先進技術を確
保するパターンも存在する。工業製品には商品自体の機能以外にもその商品に投入された部品と
素材、商品の設計、生産技術等の知識が凝縮されており、該当製品を分解することで技術知識を
獲得することができるためである9。
　韓国もまた上記で言及した６つのパターンと先進国からの輸入を通じて技術力向上を図ってき
たと言える。1970 年代急速な経済成長の土台となった韓国の本格的な完成品の輸出志向政策は
主要な部品と素材を輸入に依存していたために可能となり、特に日本からの素材部品の輸入依
存度は他の国家からのものと比べ圧倒的であった。これにより 1970 年台の約８億ドルに過ぎな
かった対日本からの輸入額が、1972 年には 17 億ドル、1978 年には 59 億ドルへと急増し、1986
年には 109 億ドルと三桁を記録した。その後、対日の輸入額は大幅に上昇し続け、1991 年には
211 億ドル、1995 年には 326 億ドル、2006 年には 529 億ドル、2011 年には 683 億ドルと史上最
高値を更新し、幾何級数的に増加した10。
　これは韓国経済の高成長局面が、日本からの資本財輸入を通じて対日本輸入及び対世界輸出増
大から始まったことを意味しており、今日の慢性的な対日本貿易不均衡構造が膠着化してしまっ
た結果をもたらしたと言えるであろう。
　それにもかかわらず、このように韓日両国間の交易拡大は 1965 年の国交正常化へと続いてい
き、両国の経済関係の活性化に画期的な転機として作用した。日本からの技術導入件数とその比
重を見ると、1966-1972 年には 250 件となり、全体の約 70％を占め、1973-1978 年には 484 件で
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約 57％、1979-1985 年には 1,201 件、約 52％、1986-1992 年には 2,110 件、約 47％を占めていた。
2000 年代に入り、対日本の技術導入は顕著に減少し始めたが、2013 年依然としてアメリカ（約
75 億ドル、63％）に続き 2 番目で高い比重（約９億ドル、８％）を占めていた11。
　韓国と日本における技術協力の特徴は、時代によって異なるパターンを見せているという点で
ある。1965 年韓日国交正常化以降、1970 年まで両国間の技術格差は非常に大きかったため、今
日のような素材部品など特定部分で韓国が日本の技術力を追い抜くなどの状況が発生するとは想
像さえすることができなかった。そのため日本政府及び企業の立場では技術移転に対する緊張感
は、それほど大きいものではなかった。ゆえに韓国への商品輸出及び現地生産過程でも企業と技
術者などによって設計図が漏洩してしまったり、技術的ノウハウ等が譲渡される形態で技術協力
が行われた。もちろん、対象は軽工業と重化学工業中心の資本財産業であり、これを土台に韓国
経済は重化学工業の発展に伴う産業高度化を展開することができた。
　1980-1990 年代には２度のオイルショックとプラザ合意による円高の影響により、日本経済は
新しい局面に直面することとなった。日本企業は生産費用の節減を迫られ、これは海外投資を通
じた海外生産の拡大へと繋がっていった。当然ながら、現地生産の対象国家となったのは、隣接
国家であり、考えと社会構造が類似している韓国と、長い間良好な関係を維持してきた台湾で
あった。日本企業は主に OEM 方式による委託生産に比重を置いたため、日本人技術者の長期的
な現地訪問を通じた技術指導及び製造過程の管理などが不可避となった。これに伴い日本の韓国
に対する技術指導は自然と増加し、最近では大きく減少したとはいえ、依然として維持されてい
るパターンである。また、この時期に韓日企業間に技術供与と技術取引が活性化され、合法的な
技術移転も促進された。
　2000 年以降には、韓国の技術的キャッチアップに対し日本の危機意識が高まるなか、韓国企
業は日本企業の強力な競争相手として台頭してきた。そのため日本政府はもちろん、日本企業は
韓国企業との技術協力について慎重な姿勢をとるようになり、逆に韓国はこれ以上既存のパター
ンでは日本の先進技術を確保することができなくなってしまった。従って、韓国がとった選択は
先進国企業との技術提携、日本企業の M&A 及び合弁事業などを積極的に展開することで、日本
の先端技術を導入することであった12。もちろん、この過程で日本の高熟練技術者の招聘、採用
及び韓国技術者の日本現地訪問研修などを通じた間接的な技術協力パターンも実施されることに
なる。特に 2000 年代に入り本格化した、韓国の日本退職者を対象にした招聘技術者指導事業は、
日本の対韓国技術移転の警戒を克服するための一つの方法として展開されており、これを通じて
韓国企業は生産技術向上と現場管理システムの先進化などに期待以上の成果をおさめることがで
きたと言える13。
　以上のように韓国と日本における技術協力のパターンとその時代的な変化は、ある意味韓国経
済の高度成長と今日の発展過程で、日本経済が韓国経済の外部経済としての役割を果たしてきた
ことを傍証したと言える。つまり韓国は特定の産業の技術力向上を通じた国内代替化の初期段階
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で、国内で生産可能な部分以外の相当部分を日本から導入する、たとえば日本経済を外部経済と
して活用する方式を採用したため、韓国の輸出増大と経済発展は対日本輸入増大と貿易不均衡を
深化させる一方的な依存関係が定着してしまったのである14。そして、このような韓日間の輸入
依存度の深化と貿易不均衡の現象は、両国間の経済関係を始めとする政治・社会・文化など全て
の方面にわたり焦眉の関心事項として位置づけられつつも、むしろ相互経済協力の緊密化と持続
可能など同伴成長パラダイムの構築に否定的な影響を与えているのが、昨今の現実である15。
2）相互技術協力に対する認識と環境の変化
　そのためかこの期間、韓日間の産業技術関連の協力は、両国政府によって国家及び研究機関又
は大学など、公式的なチャネルを通じて展開されてきたにも関わらず、成果は微々たるもので
あった。その背景には、日本側の慎重かつ消極的な態度などの要因が大きいという指摘が一般的
であるが、一方では韓国政府及び企業の日本に対する無知と無謀な計画樹立及び実行などの側面
も無視することはできないであろう。特に日本のとてつもない警戒と自身の領域を固持しようと
する態度は、両国間の産業技術の協力に大きな障害として作用し、韓国もまた過去の歴史に対す
る補償問題を持ち出して、日本が譲歩すべきとする一方的な要求は、協力の目的と効果を台無し
にする要因として作用してしまったのである。
　特に何よりも 1990 年代初のバブル経済の崩壊により、日本経済の長期化された景気停滞現象
は、日本政府の政策担当者はもちろん、企業及び消費者（国民）の協力に対する考えと認識を変
化させるのに十分であった。つまり信頼を基盤にした日本だけにある独特な協力に対する原則の
根幹は維持されたとしても、自律性と柔軟性が加えられた形態での協力に対する考えと認識が芽
生えはじめ、このような変化は日本の教育、文化、慣習及び社会的な現象などに早くから溶け込
んでいると言える。
　言いかえれば、この間の日本が誇ってきた唯一の自尊心である “フルセット産業構造下での内
需を主とする好循環景気構造”、“新製品＝国内の消費者による購買”、“企業の利益＝国内消費者
の厚生拡大” という典型的な日本的経済構造に深刻な亀裂が生じたわけである。1997 年以降発生
＜表３＞　韓日における技術協力のパターン変化
　 1960 － 1970 年代 1980 － 1990 年代 2000 年代
技術協力類型
・設計図漏洩
・技術的ノウハウの譲渡
・輸入品分解 · 分析による
知識移転
・OEM 委託生産
・海外投資 · 生産拡大
・技術指導 · 製造管理
・技術供与 · 技術取引
・戦略的技術提携
・M ＆ A・合弁事業
・高熟練技術者採用
・日本研修・交流拡大
技術協力対象
産業
・軽工業・重化学工業関連
の資本財産業
・電機・電子、化学、金属、
機械等の素材部品中心の
資本財産業
・素材部品産業
・新再生エネルギー
・半導体等、最先端産業
出所 : 李鴻培（2011）と加峰隆義（2011）を参考に筆者作成。
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した日本経済の歴史上例を見ない金融機関のドミノ破産、政府・企業・消費者など、経済主体者
の総体的な不在、これに伴う大々的な日本列島構造改革の断行などの苦しい経験と苦痛が伴った
険しい道のりは、日本だけの色彩を幾重も脱ぎ捨てる結果となってしまった。
　逆説的ではあるが、約 20 年にわたる日本経済の長期鈍化は、この間膠着化してきた日本的思
考と当然視されてきた日本的な慣習の枠から脱皮する結果をもたらした。一例として、日本製品
だけを最高と考えてきた日本の消費者達は今や品質はいいが、価格が高い日本製品を購入しなく
なった。いや購入することができなくなった状況に直面したと言うのが適切な表現かもしれない。
ある程度の品質が保たれていれば、価格が安い製品でも購入することが日本の消費者達の新しい
消費パターンとして定着しつつある。このことによって、内需経済にのみ依存してきた日本企業、
特に日本の中小企業は早急に海外市場へと展開するしかなくなり、経験がないこれら企業は、あ
げくの果てに破産又は M&A や合併などの最悪のシナリオに直面することになった。
　そしてより大きい問題は、このような状況が日本内で未だに現在進行形であり、継続して発生
しているということである。このように総体的な危機局面は、政府の政策担当者のみならず企
業の実務担当者たちにこれまでの安易で “井戸の中の蛙
かわず
” 式の政策推進と事業展開に警鐘を鳴ら
し、結果として政府と企業は、先を争って新しい状況にあった制度及び政策の樹立、経営戦略樹
立、海外進出の促進、第３の日本誕生のための産業及び科学技術活性化の法案準備等に全ての力
を総集結させながら、産業を取り巻く生みの苦労を反復していると言える。
　端的な例では、日本は 1990 年代後半の長期不況の中で、新しい国家発展の成長動力の一つと
して自国の産業及び技術競争力の原則である製造業の差別化された発展を模索するために、“ も
のづくり” 政策を前面に押し出し、新しい成長動力として活用しようと努力している 16。しかし、
ここ最近このようなものづくり政策の推進に対して学会及び産業界から国際的・時代的な環境変
化に沿った新しい観点と視角の必要性が提議されており、今後の成り行きが注目されている。所
謂これからのものづくりは新しい教育、文化、産業及び企業環境そして急変する世界経済などに
合ったものでなければならず、このためには過去の “ どのように作るのか ” から脱却し、“ 何を
作るのか ” についてより多く悩みぬかないといけないとの指摘である。これは今まで日本の製造
業は “どのように作るのか ” に重点を置き成長してきたが、今後は “何をつくるべきか” に関心を
置かなければならないとの意味と解釈することができる17。
　そして、このような日本の変化が意味しているのは、日本が継続して経済大国として国際的な
ポジションと影響力を確保するために、製造業と関連した技術力に大きく依存しているアジア地
域を中心に成長動力を発掘するという意味として見ることが可能であり、政策の根幹が過去工業
大国へと成長する為になされてきた “脱亜論” から “入亜論 ” へと転換されていることを意味して
いる。日本が、アジア的な価値とアジアの重要性を認識するまでに約 150 年以上の歳月がかかっ
たのである。
　これに伴い、日本政府は日本企業（特に中小企業）を対象にした “グローバル化 ” を積極的に
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推進するよう多用でかつ大々的な政策的支援を展開しており、同時に海外企業の日本市場参入の
障壁を低めようとしている。最近の 10 年間で日本の製造企業によるグローバル・アウトソーシ
ングは、大幅に増加し、海外企業による日本企業 M ＆ A なども大幅に拡大している。特に日本
の製造企業のグローバル・アウトソーシングの中で中国、韓国、台湾、ASEAN などアジアの比
重が圧倒的に高い状態である18。
　このような現象は、過去には予想もできなかったことであったが、今は普遍化した経済・社会
的現象として受け入れられていることが、日本の協力に対する思考の変化を証明していると言え
る。日本自身ももうこれ以上全てをフルセットで解決する時代は終わったと認識している。その
せいか、自分の最も核心武器である産業技術力を活用するためには、中国、ASEAN、インドなど、
新興国市場がより重要になってきたと認識するまでにいたった。そしてこのような新興国市場の
開拓の成功ケースは韓国の経験が最も参考になる成功事例であると評価しており、日本としては
ベンチマーキングするしかない状況であると言えよう。
3）韓国の対日本技術格差と貿易不均衡構造の変化
　韓日間の技術力の差を代弁する韓国の素材部品産業の対日本輸入依存度の変化を調べて見ると、
2011 年以降、顕著に減少していることがわかる。両国間の輸入依存度の変化は、まさに技術力
の差の変化を意味しており、韓国の対日本技術力の格差が縮小していることを理解することがで
きる。韓国の対日本の輸入依存度は 1985 年には 23％台水準であったが、1990 年 13％台へと減
少した後、2000 年代には 11％台へと縮小し、2010 年には９％にまで継続して改善している推移
を見ることができる。この分析によると、韓日の両国間の技術格差は約 25 年の間に 2.5 倍以上
縮小していることを意味している。品目別には電機・電子部品の対日本技術格差が最も大きく改
善しており、これに続き一般機械部品、金属及び輸送機械部品の順に依存度の減少が顕著である。
反面、日本の部品素材産業の対韓国輸入依存度は、同じ期間に約２倍増加した。1985 年 0.7％水
準に過ぎなかったが、2010 年には 1.4％と大きく上昇していることがわかる（表４）19。
　上の分析結果は、定量的な実証分析による両国間の技術格差の水準変化を示しているが、分析
に導入された国際産業関連表は韓日間で取引される全ての産業の連関関係を体系的で明快に表し
ており、国際的に相互依存構造を分析するのにあたり最も多く利用されている信頼性が最も高い
統計である20。そして分析に応用された投入係数 21 とレオンティエフの逆行列係数 22 も両国間の
＜表４＞　韓日における素材部品産業の相互輸入依存度の変化（%）
韓国 日本
1985 1995 2000 2005 2010 1985 1995 2000 2005 2010
素材部品 23.3 12.6 11.9 11.0 9.4 0.7 1.0 1.2 1.2 1.4
注：韓日間の素材部品産業の技術力水準を反映させた相手国に対する輸入依存度。
出所：JETRO·IDE、『Asian International Input-Output Table 2005, 2000, 1995, 1985』、
　　　IDE Statistics Data Series 及び李鴻培（2014c）、｢2010 年韓日国際産業関連表 ｣。
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相互技術依存関係を把握するのに非常に役立つ方法として認定されており、最近の韓日間の技術
水準の変化を如実に反映していると述べることができる。
　品目別に見ると、過去 25 年間、韓国の素材部品の対日本輸入依存度は全ての品目で持続的に
低くなってきている（表５）。素材分野の場合、部品と比べて対日輸入依存度は相対的に低いレ
ベルであり、同期間に特に繊維及び化学製品の対日依存度の減少幅が大きいことが明らかになっ
た。全体の素材部品では、電機・電子部品の対日輸入依存度が最も大きい幅で下落し、続いて一
般機械部品、金属製品及び輸送機械部品の順で依存度の減少が顕著である。
　反面、日本の素材部品の対韓国輸入依存度は過去 25 年間、少しずつではあるが上昇しつつあ
り、特に金属製品、一般機械部品及び電機・電子部品の対韓国輸入依存度は比較的大幅に上昇し
た。素材分野の対韓国輸入依存度は、同期間大きな変化なく維持されているが、これは日本の部
品が素材に比べて相対的に韓国に大きく依存する構造へと変化していることを示しており、同時
に日本の素材部品生産（需要）増加と韓国の対日本輸出の増加との間の関連性が非常に高いこと
を意味している。つまり、過去とは異なり、日本の素材部品の生産増加は、韓国からの輸入増加
を誘発する構造的な連関関係が深化していると言える。
　これはまさに、韓国の素材部品が既存の対日本価格競争力のみならず、技術競争力までも持続
的に向上してきていることを意味しており、韓日間の技術的依存関係は、過去の一方的な韓国の
対日本技術依存構造から双方向的な依存構造へと転換しつつあることを表している。そして、こ
のような構造的な変化は、両国間の経済協力の障害として作用している貿易不均衡の改善に大き
く寄与しており、逆説的にはむしろ両国政府及び企業間の経済協力の緊密化のための努力に新し
い梃子の役割を果たすのに大きく役立っているものと期待される。
　ただし、一つ注目しなければならないことは、韓国の素材部品産業の対日本輸入依存度、つま
り技術格差は日本のそれと比べ相対的に約６倍以上高い水準であり、両国間の交易規模の拡大及
び対世界輸出の増大は、韓国の対日本貿易不均衡を誘発するという構造的な問題は依然として存
＜表５＞　韓日における素材部品産業の品目別相互輸入依存度の推移（％）
韓　国 日　本
1985 1995 2000 2005 2010 1985 1995 2000 2005 2010
繊維製品 12.5 7.3 5.7 5.1 4.4 1.6 1.3 1.3 1.2 0.9
化合物・化学製品 10.6 9.6 6.6 5.8 4.6 0.6 0.7 1.2 1.0 0.8
非金属鉱物製品 5.3 5.7 4.9 4.5 3.9 0.6 0.3 0.6 0.5 0.5
金属製品 12.4 9.6 13.7 13.2 12.2 1.5 1.4 1.3 1.4 1.7
一般機械部品 20.4 14.8 13.4 13.0 12.6 0.7 0.6 0.9 1.2 1.8
電機・電子部品 30.3 23.2 21.0 16.8 11.7 1.0 1.7 2.0 1.7 1.8
輸送機械部品 19.9 16.8 13.6 12.8 12.0 0.6 0.6 0.8 1.0 1.4
精密機器部品 27.8 13.6 16.1 16.5 17.0 0.7 1.0 1.3 1.4 1.6
出所：＜表４＞と同一。
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在しているという点である。
　以上のように定量的な実証分析を基本にして提示された韓日間の素材部品産業の相互輸入依存
度の減少推移とこれに伴う両国間の技術格差の縮小現象、そしてそれにもかかわらず韓日間の技
術水準の差の存在とそれによる貿易不均衡解消の遅延などは、以下の一般貿易統計による推計を
通じても把握することが可能である（表６）。
　2000 年から 2014 年の間の３つの時点で、韓国の素材部品産業の対世界での貿易特化指数は
0.06 → 0.20 → 0.24 へとなり、速い速度で競争力の向上が見られ、これは最近の素材部品産業の
貿易収支黒字の拡大の流れを代弁している。2014 年には韓国の素材部品産業の対世界貿易収支
の黒字規模は 1,079 億ドルを記録し、史上最高値を更新した。一方、同期間に韓国素材部品の対
日本競争力（貿易特化指数）もやはり持続的に向上しており、依然として輸入特化を見せている。
特に素材分野での輸入特化（－0.55 →－0.61 →－0.49）が高い水準であることが明らかになった。
それにも関わらず、輸送機械部品、電機機械部品、金属及び化学製品などで継続して競争力改善
の兆候が見えており、対日本の競争力格差が縮小していることがわかる。
　なお 2000 年から 2013 年まで３つの時点で韓国の素材部品産業の世界市場と日本市場での比較
優位を見ると、比較的大きな変化はなく比較優位を維持している。
　まず世界市場での比較優位を見ると、素材分野の場合、同じ期間に若干の比較優位の下落傾向
が見られたが、部品分野は比較優位の程度が高くなっており、素材よりも部品の競争力向上が顕
著である。2013 年基準で品目別には、素材は非金属鉱物と第一次金属を除く全てで比較優位を
見ることができ、部品は一般機械とコンピューター及び事務機器部品他全ての部品で比較優位を
見ることができた。特に電子部品の比較優位の程度が非常に高いという点が特徴である。
　一方で、日本市場での比較優位を見ると同じ期間、素材は比較優位（0.29 → 0.42 → 0.52）が
高くなる反面、部品は若干下落傾向（0.38 → 0.32 → 0.23）を示しているが、比較優位を維持し
ていた。2013 年基準での品目別では、素材は第一次金属とゴム及びプラスティック製品、化学
製品などで比較優位が相対的に高く、部品は電気機械部品とコンピューター及び事務機器部品、
精密機器部品を除いた全ての品目で比較優位を見ることができた。ただし、電気機械部品の場合、
比較劣位の程度が大きく改善しており、今後比較優位へ転換される可能性が大きいと言える。
　このように韓国の素材産業は同じ期間に全ての品目が日本市場で比較優位を維持または改善さ
れており、部品の場合もコンピューター及び事務機器部品を除く全ての品目で比較優位が改善
又は維持されており、部品素材産業が韓国経済の成長に中枢的な役割をしている核心産業であり、
持続的な競争力向上とこれを通じた貿易収支の黒字拡大に大きく寄与していることがわかる。
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6．おわりに
　本稿は韓日国交正常化以降、素材部品を中心に両国間の技術協力の時代的・構造的な特徴と変
化を分析しつつ、技術大国としての日本の戦略とポジションの変化、そして技術大国を目指す韓
国の努力と成果について歴史的・経済的な観点と定性的・定量的な分析を導入し考察した。過去
50 年間における技術協力は、多くの試行錯誤と課題を克服しながら、両国の経済はもちろん企
業に相当な利益をもたらし、そして国際社会で相互のポジションを高め、影響力の向上を図って
きたと言える。このことは、韓日両国が相手国に対して外部経済としての役割と責任を忠実に果
たしてきたものと解釈でき、今後も持続可能で安定的な経済成長を模索するにあたり、相互協力
と成果を導いていく努力が必要であるということを示唆している。
　韓国を取り巻く今日の世界経済及び貿易環境は、保護貿易主義的な色彩を強化しつつも、これ
により特に技術分野での国家間の協力はより一層難しくなってきているのが現実である。韓国は
天然資源の不足により、原料を輸入・加工組み立てし輸出する産業貿易構造を基盤とする輸出中
心の経済成長を追及してきた。しかし最近になって中国及び ASEAN 新興工業国が急速に技術力
を高めてきている現状は、韓国の輸出品の国際競争力の悪化を招いてしまい、持続可能な成長戦
略のリスク要因となっている。
　従って韓国経済としては、このような問題を解決し持続可能な成長モデルを維持・拡大するた
めには、現在韓国の製造業が直面している素材部品産業の技術力の向上が何よりも急を要するも
のである。このことを考慮した場合、韓国は世界最高の製造及び設計技術を保有している日本企
業との協力をより一層強化することが重要であり、これにより韓国企業の技術及び製品競争力確
保とこれを通じた対世界の輸出拡大へと導く肯定的な効果が期待できる。
　前述したように韓日両国の経済協力について論じる際、必ず取り上げられるのが貿易不均衡解
消と技術移転の問題である。これは両国間の貿易構造が資本財産業を中心として形成されており、
慢性的な対日本貿易赤字をもたらしている構造的特徴をもっていることに根ざしている。そして
その原因は両国間の技術格差から始まっており、特に中小企業の対日本輸入依存度の深化に伴う
要因が大きいと言え、単に韓日両国間の経済関係にのみ局限された問題ではなく、韓国の経済・
＜表６＞　韓国素材部品産業の対世界及び対日本比較優位の変化
　
　
　
貿易特化指数 市場比較優位指数
対世界 対日本 対世界 対日本
2000 2010 2014 2000 2010 2014 2000 2010 2013 2000 2010 2013 
素材部品 0.06 0.20 0.24 －0.42 －0.47 －0.36 0.26 0.25 0.24 0.36 0.36 0.36 
素材 0.08 0.09 0.14 －0.55 －0.61 －0.49 0.30 0.18 0.16 0.29 0.42 0.52 
部品 0.05 0.27 0.29 －0.39 －0.40 －0.30 0.25 0.28 0.28 0.38 0.32 0.23 
出所 : UN  COMTRADE、D/B を基準に筆者算出。
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産業構造全体の課題であると指摘することができる。
　このような現実を克服することを可能とする一つの方案として考えられるのが、韓日の素材部
品関連の中小企業間協力をより一層緊密にしていくことである。この手の方案として多様な形態
の方法論が提議されているが、その中で最も急を要するものが、何よりも人と人の関係の緊密化
を基盤とした人間関係の確立を通じた協力が前提にならなければならないという点である。
　もちろん、現在の韓日間の貿易構造下において、素材部品関連の中小企業間協力及び交流の拡
大が進展される場合、韓国と比較して核心技術の競争力が優位にある日本がより大きな恩恵をこ
うむる事が予想される。従って、韓国の輸出増大により誘発される対日本資本財輸入の比重がそ
の分大きいため、結果的に対日本貿易不均衡の問題が根本的に解消されることは非常に難しい課
題であることは事実である。
　しかし、韓国の素材部品関連の中小企業もまたたゆまず技術競争力を高めることで、相当の分
野において対日本依存度を低めつつ双方向的な依存関係を強化してきているという点も勘案しな
ければならない。過去とは異なり、韓日の素材部品関連の中小企業及び産業間の技術協力の必要
性を共感することのできる土台は十分に形成された。日本としては長期間にわたる景気停滞に対
する対応策として最近製造業の根幹となる産業集積の崩壊を抑制するための産業基盤の再構築に
向けての努力に力を入れており、韓国の中小企業との技術協力の可能性はどの時よりも高まって
いると言える。つまり両国の地理的な近接性以外に IT 技術を調和させ日本が劣位にある生産基
盤技術を韓国の中小企業が補完することで、両国の素材部品及び産業間の戦略的提携関係を構築
することができる条件は整ったと言える。
　これは今後韓国の素材部品関連中小企業の技術及び製品の対日本市場進出と対世界輸出の増大
を意味しており、さらには産業及び輸出構造の改善による対日本貿易不均衡問題の解消に大きく
寄与するものと期待されている。
　韓国の対日本貿易赤字が 200 億ドルに達している現実を考慮した場合、韓日の素材部品関連中
小企業間の協力の強化を通じて、産業技術の競争力引き上げ及び経済発展の可能性を模索すると
いう論理が、どの程度当為性を持ち、実効性があるのかに疑問を投げかけられるであろう。しか
し、韓国経済にとって日本の存在がどのような意味を持ち、どのような役割を果たしているのか
を考えた場合、対日本経済協力の強化、特に両国の素材部品及び関連中小企業間の交流及び協力
の緊密化の重要性はより一層明らかとなる。
　最近、中国経済の浮上と ASEAN など新興経済圏の飛躍的な成長により、日本に対する関心が
低下している点は否定することはできないが、依然として日本は世界的な技術競争力を保有する
先進国として韓国経済、特に資本財産業に及ぼす影響は非常に大きいと言える。そのためにまず
韓国にとっては持続可能であり、かつ共に成長していける新しいパラダイムの構築という次元で
日本の存在を成長動力の創出及び競争力強化に積極的に活用することに優先順位を置いた対日本
技術協力の強化を模索しなければならないであろう。
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注
 1　日本において素材部品産業は ‘部材産業 ’ と言う用語で使われている。部材産業とは汎用素材（繊維、
化学、非金属鉱物製品、鉄鋼、非鉄金属など）を一段階さらに加工して一定の機能を発揮する応用
（先端）素材と一部の部品をも含む中間財産業を意味する。また、日本の場合部材産業のみならず、
製造装備、素形材というものづくり（製造）基盤産業（鋳造、鍛造、成型、熱処理、切削など）な
どが産業競争力の源泉であると言える。李鴻培・韓基早（2009）を参照されたい。
 2　韓国機械産業振興会、KOAMI DB を参照されたい。
 3　日本の産業革命は 1868 年明治維新であり、韓国での産業革命は 1962 年１月 13 日経済開発５カ年計
画が交付された日を基準にして見ることができる。従って、韓国と日本の産業革命の日を基準にし
ての技術格差は 100 年という計算になる。Fukuzawa Yukichi（1981）を参照されたい。
 4　殖産興業は生産を増やし、産業を興す政策としてフランス式蚕糸工場を導入、ドイツ式鉱山精錬工
場の導入及び英国式軍需工場を導入することが中心であった。一方 拿來主義は、過去の文化遺産を
そのまま導入せずに選択的に受容し、継承していくシステムを意味する。イ・ゼヒョン（2010）を
参照されたい。
 5　 19 世紀末日本の大思想家福沢諭吉は、日本の工業発展へのプロセスを提示したのであるが、それが
“ 脱亜入欧 ” 論である。つまりアジア陣営から出て、西欧の文明国家と運命を共にしてこそ先進工業
大国を凌駕することができると主張した。Fukuzawa Yukichi（1981）を参照されたい。
 6　日本の信頼性設計技術の発展には、アメリカとソ連の冷戦体制の持続とともに 1950 年に発生した韓
国戦争が大きく寄与したとの指摘が一般的である。特に韓国戦争を契機に日本において産業現場の
技術者の影響力が高くなり、軍需産業の解体にともなうこれらの高級技術者の民間企業への編入に
より、日本の技術発展の潜在的な競争力が形成され、アメリカの技術を伝習されたり、導入するの
に決定的な役割を果たした。李德根（2009）を参照されたい。
 7　韓国産業の強みである製造技術は、OEM 技術又は OEM 思考方式の技術類型であり、所謂製造検査
を中心にした管理技術に競争力を確保していると言える。李鴻培（2011）を参照されたい。
 8　 韓国の品質技術、つまり製造技術においては相当部分が日本と同等の水準にまで到達したと言える
が、信頼性技術が本格的に導入、拡散された時期が 2000 年であるため、日本との信頼性設計技術と
の差は約 36 年と言える。ユ・ドンス（1999）を参照されたい。
 9　 小池洋一（2000）、及び尹明憲（2003）を参照されたい。
10　韓国貿易協会、『KOTIS 貿易統計』による。
11　韓国未来創造科学部（2015）、｢2013 年 技術貿易統計 ｣ による。
12　加峰隆義（2011）、と李鴻培（2011）を参照されたい。
13　李鴻培・吉元浩二（2014）を参照されたい。
14　李鐘允（2014）を参照されたい。
15　李鴻培・韓基早（2009）を参照されたい。
16　日本では 1990 年代、非常に厳しい経済不況を克服することができるのは、製造業しかないとの認識
が拡散し、1999 年に “ものづくり基盤技術振興法” 制定を通じて、国家の核心産業を中心に国家発
展を達成するという政策を展開した。ものづくり政策の核心は、人材（技術者）育成を通じた既存
技術継承促進、製造業の比重強化、国家ブランドを通じた国際化推進などである。韓日産業技術協
力財団（2011）を参照されたい。
17　ものづくりは “ 匠人精神 ”、“ 魂をこめる ” という意味をもっており、日本の教育、文化、慣習、思
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考などの最も基本的な精神を表現する代表的な用語であると言える。李亨五他（2009）を参照され
たい。
18　2009 年日本中小企業庁の資料によれば、日本企業のグローバルアウトソーシングは全産業対比 5.5％
に達しており、特に 2007 年 27％から 2008 年 41％へと増加していた。李鴻培（2014a）を参照され
たい。
19　李鴻培（2014b）を参照されたい。
20　国際産業関連表は韓国をはじめアメリカ、日本、中国及び ASEAN ６カ国を含めた 10 カ国で構成さ
れており、約５年の時間を設定し日本の JETRO・IDE によって発表されている。最も最近の統計は
2013 年に発表された 2005 年の国際産業関連表であり、2010 年韓日国際産業関連表は分析のために
2005 年の国際産業関連表を延長推計して導入している。李鴻培・岡本（2002）を参照されたい。
21　投入係数は技術係数（Technical Coefﬁcient）といい、産業の生産技術構造を表す。Leontief（1953）
を参照されたい。
22　レオンティエフの逆行列係数は、投入係数を行列式に表したもので、最終需要により波及される生
産誘発の直・間接的な連関関係を示している。国家及び地域の生産技術構造及び相互依存関係を
分析するのに広く導入されている。特定の国家もしくは産業の生産技術構造については、Chenery 
and Watanabe（1958）及び李鴻培（2014b）を参照されたい。
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